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　　大阪府：創業促進税制（法人事業税の軽減）の改正について

　創業促進税制の概要 ＜注意事項＞

 ◆税務情報　（改正情報）

　前号では、中小製造業の「設備投資促進税制」についてお知らせしましたが、中小製造業においては、創業に関しても、軽減措置が
実施されています。これらは、大阪府の「ものづくり企業を税制面から支援！」の考えのもと行われている優遇措置です。

①「製造業法人」とは、「主たる事
業」によって判断します。申告する
事業年度の売上金額がもっとも大
きい事業が「主たる事業」となりま
す。
②「設備投資促進税制」と「創業促
進税制」は同じ事業年度で重複適
用されません。
※製造業法人で、両税制の要件
にも該当する場合、一般に「創業
促進税制」の適用が有利です。
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